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所　報 （2015年 4月～2016年 3月）
事　　業
比較法研究所プロジェクト
「持続可能社会への転換期における法と法律学の役割
─アジア・リージョナル法を展望して」
共同研究
○研究課題「外国民事訴訟法研究」
代表者　加藤　哲夫 研究所員
共同研究者　 栂　善夫，上野　泰男，勅使川原和彦，山本　研，松村　
和德，本間　靖規，菅原　郁夫 各研究所員，中山　幸二，
坂本　恵三，近藤　隆司，安達　栄司，金　炳学，杉本　
和士，田㞍　泰之，柳沢　雄二，川中　啓由、久末　弥生　
各招聘研究員
　2015年度は、韓国研究財団・日本学術振興会の支援による「日本と韓国にお
ける民事手続法の展開に関する二国間史的考察－現行法を中心にして」（研究
代表金炳学研究員）の一環として、 9月 5日に韓国・ソウルにて「民事執行法
シンポジウム」を開催し、加藤哲夫、本間靖規、内田義厚、金炳学各研究所員
が参加し、日本側から内田義厚研究所員が報告を行った。また、本年 1月31日
には、同研究の一環として日本学術振興会・韓国研究財団の支援による「民事
訴訟法シンポジウム」を早稲田大学において比較法研究所の共同開催にて開催
し、日本側から本間靖規研究所員が報告を行った。
　「比較法学」においては、松村和徳研究所員・棚橋洋平研究員ほかによる
「ドイツ倒産法制の改正動向〔1〕」（比較法学49巻 2号268頁～310頁）の連載を
開始した。また、加藤哲夫研究所員・棚橋洋平研究員監訳ほかによる「アメリ
カ合衆国連邦倒産手続規則〔1〕」（比較法学49巻 2号312頁～333頁）の連載を
開始した。
○研究課題「オセアニア法制の研究」
代表者　甲斐　克則 研究所員
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共同研究者　 田口　守一，尾崎　安央，棚村　政行，宮川　成雄，横野　
恵 各研究所員，佐野　隆，峯川　浩子 各招聘研究員
　2010年度：オーストラリアの倫理委員会のシステムについて研究報告をもと
に、研究会を行った。
　2011年度：オーストラリアの企業コンプライアンス専門の弁護士を招いて 6
月に研究会を実施した。また、第23回日本生命倫理学会を開催し、オーストラ
リアの医事法・生命倫理の専門家である学者を招いて生命倫理と法に関する国
際シンポジウムを開催した。
　2012年度は、甲斐がオークランド大学法学部のジョージ・ムスラーキス准教
授と個別に会って意見交換をしたのみで、研究会等の実施はできなかった。こ
れは、反省すべき点である。
　2013年度も、これといった研究会を開催できず、本プロジェクトの閉鎖も検
討したが、全国でも稀有の研究会なので、次年度に根本的検討を加え、再建を
模索する。人材確保が課題である。
　2014年度は、オークランド大学法学部のジョージ・ムスラーキス上級講師を
お招きして、比較法研究所主催の講演会を共催し、ニュージーランド法におけ
る共犯論について講演していただいた。
　2015年度は、オークランド大学法学部のジョージ・ムスラーキス上級講師の
比較法研究所主催の講演会の講演訳「ニュージーランド法における共犯論」を
比較法学に掲載した。
　なお、本年度をもってオセアニア法制の研究の共同研究は終了した。
○研究課題「21世紀憲法変動の下での憲法の規範力」
代表者　戸波　江二 研究所員
共同研究者　 西原　博史 研究所員，但見　亮，根森　健，劉　迪，李　
斗領，斎藤　一久，實原　隆志，三宅　雄彦，高橋　雅
人，千國　亮介，河合　正雄 各招聘研究員
　21世紀の憲法の変動について、主にドイツとの比較の観点から、総合的に研
究した。2013年度は、ドイツ連邦憲法裁判所判例研究の月例研究会を行ったほ
か、下記の共同研究を行った。
1  ．2015年 3月 4日、イェシュテット教授 （ドイツ・フライブルグ大学） の講演
会 “Selbstand der Verfassung gegenüber nationalem, Inter─und supranationalem 
Recht” を慶応義塾大学にて実施した。
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2  ．2015年 3月 7日、メリングホフ・ドイツ財政裁判所長官の講演会 ｢財政法
にたいする憲法的統制｣ を明治大学にて実施した。
3  ．2015年 9月16─17日、慶応義塾大学にて、フライブルク大学を中心とする
ドイツ人憲法研究者との間で、日本学術振興会・二国間交流事業である日独
共同セミナー「憲法の発展─憲法の解釈、変遷、改正」を行った。
4  ．ドイツ憲法判例研究会の編集の下で、科研費共同研究「憲法の規範力─憲
法学と他の社会科学・法学との討議による検証」の研究業績として、『憲法
の規範力とメディア法』（信山社）を編集し、2015年 5月に刊行した。
5  ．2016年 3月14日、ヨーロッパ評議会法的助言国際公法局長 Jörg Gerhard 
Polakiewicz氏の講演会「ヨーロッパの多層的人権保障システム：その挑戦、
好機、危険」を、比較法研究所の主催で開催した。
　なお、本研究は、ドイツ憲法判例研究会（代表：鈴木秀美大慶応義塾大学教
授）の後援を得ている。
○研究課題「 データベースの作成を目的としたフランス法全般の最新動向の
分析」
代表者　今関　源成 研究所員
共同研究者　 島田　陽一，箱井　崇史，大橋　麻也 各研究所員，石川
裕一郎，白石　智則，日野　辰哉，馬場　里美，小山 敬
晴 各招聘研究員
1　活動状況
　本共同研究は、早稲田大学フランス法研究会を母体とする。同研究会は、共
同研究者および共同研究に協力する研究者からなり、早稲田大学において毎週
開催され、 1回につき 3時間程度行われる。会には、平均して 6名程度の参加
を得ている。
2　研究経過
　本共同研究の目的は、『フランス法律用語辞典〔第 3版〕』（三省堂、2012年、
初版1996年、第 2版2002年）の改訂のための翻訳作業、および近年の重要なフ
ランスの立法等の研究にある。
a.　上記法律用語辞典の改訂について。2012年 6月の『フランス法律用語辞
典〔第 3版〕』の出版後も、フランス法の現状をわが国の学習者・研究者
により適切に伝えるために改訂版の準備を進めている。2014年度も、『フ
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ランス法律用語辞典〔第 4 版〕』の原稿作成として2010年刊行の原著
（Lexique des termes juridiques, Dalloz）第18版の翻訳作業に取り組んだ
（主に行政法・商法分野）。
b.　フランスにおける重要立法の研究について。前年度までと同様、各研究
者が自らの専門分野を中心に近年のフランス法の動向について研究を行っ
た。その成果については、研究会構成員全体により検討がなされた。これ
までに、会社法、倒産処理法、刑法、刑事訴訟法、財政法、社会保障法に
関する検討が重ねられてきている。
○研究課題「国際知的財産法・国際取引法の比較法的検討」
代表者　江泉　芳信 研究所員
共同研究者　 道垣内正人，久保田　隆 各研究所員，浜辺陽一郎，伊藤　
敬也，種村　佑介，金　知萬 各招聘研究員，木棚　照一
（早稲田大学名誉教授）
　2015年度は、 6回の研究会を開催した。共同研究者のほかに、大学院生も出
席し、実りのある議論を行った。
第 1回（ 4月17日（金）18：30～21：00）
　　金圭鎬氏（ 韓国・中央大学校法学専門大学院教授）「2014年改正韓国民事
訴訟法および民事執行法上の外国判決の承認・執行─ Dupon v. 
Kolon事件について─」（通訳は、共同研究者の金知萬氏）
この報告は、比較法研究所の公開講演会として、その内容は比較法雑誌
に掲載した。
第 2回（ 6月12日（金）18：30～21：00）
　　種村佑介氏「国際法違反の不法行為と法選択」
　　久保田隆氏 「世界金融危機後の英米コモンロー金融判例動向と日本法との
比較」
第 3回（ 7月31日（金）18：30～20：00）
　　金　知萬氏「韓国における営業秘密の侵害に対する国際私法の諸問題」
第 4回（10月16日（金）18：30～20：00）
　　魯　　潔氏（博士後期課程 1年）「EU競争法の私的執行」
第 5回（12月11日（金）18：30～20：00）
　　夏　　雨氏 「中国におけるウルトラマン著作権海外利用権の紛争を巡って
─外国判決の承認と執行」
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第 6回（16年 1月 8日（金）18：30～20：00）
　　江泉芳信氏「ネットによる名誉棄損における公表概念」
○研究課題「アメリカ最高裁判所の研究」
代表者　宮川　成雄 研究所員
共同研究者　 今関　源成，大塚　英明，加藤　哲夫，土田　和博，中島　
徹，中村　民雄 各研究所員，宮澤　節生，𠮷田　仁美，
松井　茂記 各招聘研究員
　本プロジェクトは2015年度において、下記の研究会を開催した。
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
日時：2015年 4月 4日（土）午後 4時～ 5時30分
場所：早稲田大学早稲田キャンパス 8号館808会議室
報告題： 「米国憲法修正 4条における『third party doctrine』と電子的監視の実
務─その日本への示唆─」
報告者：中山代志子（早稲田大学大学院法務研究科助教）
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
日時：2015年 5月16日（土）午後 4時～ 5時30分
場所：早稲田大学早稲田キャンパス 8号館808会議室
報告題：「アメリカ法における先例拘束原理の一考察」
報告者：宮原均（東洋大学法学部教授）
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
日時：2015年 7月25日（土）午後 4時～ 5時30分
場所：早稲田大学 9号館 5階第 2会議室
報告題： 「アメリカの外国人不法行為法（Alien Tort Statute）訴訟と日本の国
際人権訴訟への示唆」
報告者：宮川成雄（早稲田大学大学院法務研究科教授）
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
日時：2015年 9月 5日（土）午後 3時～ 6時
場所：早稲田大学早稲田キャンパス 8号館 8階808会議室
◎第一報告（午後 3時～ 4時30分）
報告題： 「アメリカ最高裁首席裁判官ロバーツ氏の京都における連続講義への
参加報告」
報告者：原口佳誠（関東学院大学法学部専任講師）
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　　　　白木敦士（弁護士）
◎第二報告（午後 4時30分～ 6時）
報告題： 「判例研究：意見に関して生じる証券法11条に基づく責任─ Omnicare, 
Inc. v. Laborers District Council Construction Industry Pension Fund, 
135 S. Ct. 1318 （2015）」
報告者：湯原心一（早稲田大学高等研究所助教）
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
日時：2015年10月24日（土）午後 3時～ 6時
場所：早稲田大学早稲田キャンパス 8号館 8階808会議室
◎第一報告（午後 3時～ 4時30分）
報告題： 「判例研究：裁判官選挙における選挙資金の個人的寄付勧誘規制の合
憲性─ Williams─Yulee v. Florida Bar, 135 S. Ct. 1656 （2015）」
報告者：原口佳誠（関東学院大学法学部専任講師）
◎第二報告（午後 4時30分～ 6時）
報告題： 「判例研究：自由と平等から導かれる同性結婚の権利─ Obergefell v. 
Hodges, 135 S. Ct. 2584 （2015）─」
報告者：秋葉丈志（国際教養大学准教授）
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
日時：2015年11月14日（土）午後10時30分～12時
場所：早稲田大学早稲田キャンパス 8号館 8階808会議室
報告題： 「判例研究：特許権満了後の特許料受領を当然違法とした判例変更を
めぐって─ Kimble v. Marvel Entertainment, LLC., 135 S. Ct. 2401 （2015）」
報告者：藤野仁三（前東京理科大学教授）
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
日時：2015年12月26日（土）午後 4時～ 5時30分
場所：早稲田大学早稲田キャンパス 8号館 8階808会議室
報告題： 「著 書 紹 介：Herbert Hovenkamp, The Opening of American Law: 
Neoclassical Legal Thought 1870 ─1970 （New York: Oxford University 
Press, 2015）」
報告者：椎名智彦（青森中央学院大学経営法学部准教授）
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
日時：2016年 1月30日（土）午後 3時～ 6時
場所：早稲田大学早稲田キャンパス 8号館 5階比較法研究所会議室
所　　報　　261
◎第一報告（午後 3時～ 4時30分）
報告題： 「判例研究：「ホテル宿帳の警察による無令状取得を定めた市条例を文
面違憲とした判決─ City of Los Angeles v. Patel, 135 S. Ct. 2443 （2015）
─」
報告者：中山代志子（早稲田大学大学院法務研究科助教）
◎第二報告（午後 4時30分～ 6時）
報告題： 「判例研究：移民ビザの拒否処分と合衆国市民の結婚生活の権利─
Kerry v. Din, 135 S. Ct. 2128 （2015） ─」
報告者：宮川成雄（早稲田大学大学院法務研究科教授）
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
同志社大学アメリカ研究所法律部門との合同研究会
日時：2016年 3月10日（木）午後 1時～ 5時45分
場所：同志社大学今出川校地
◎第一報告（午後 1時～ 2時）
報告題： 「宗教団体の内部紛争と司法権─教義判断の禁止と裁判所の権限と
の関係について」
報告者：田中謙太（同志社大学大学院法学研究科博士前期課程）
◎第二報告（午後 2時15分～ 3時15分）
報告題：「アメリカ契約法における交渉力不均衡法理としての非良心性法理」
報告者：柳景子（福岡大学法学部専任講師）
◎第三報告（午後 3時30分～ 4時30分）
報告題：「連邦刑務所の民営化と損害賠償責任」
報告者：近藤卓也（北九州市立大学法学部専任講師）
◎第四報告（午後 4時45分～ 5時45分）
報告題： 「人種と選挙区割：Alabama Legislative Black Caucus v. Alabama, 135 S. 
Ct. 1257 （2015） を中心に」
報告者：中村良隆（明治学院大学法学部講師）
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
　本プロジェクトの研究代表者が世話人となって、次の比較法研究所公開講演
会が開催された。
◎日時：2015年 5月27日（水）午後 4時30分～ 6時
講演題：「ロバーツ・コートにおける人種に関わる判例法理」
講演者：リンダ・グリーン（ウィスコンシン大学ロースクール教授）
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通訳：中村良隆（明治学院大学法学部講師）
◎日時：2015年 6月29日（月）午後 6時～ 7時30分
場所：早稲田大学 8号館 3階大会議室
講演題： 「アメリカの法学教育方法論の発展─ケースメソッド、ソクラテスメ
ソッドから臨床法学教育へ─」
講演者： マイケル・J・デイル （ノバ・サウスイースタン大学ロースクール教授）
通訳：藤本亮（名古屋大学大学院法学研究科教授）
◎日時：2015年12月 4日（金）午前10時40分～12時10分
講演題：「アメリカ移民法の破綻と改革の課題」
報告者：楠田弘子（ロヨラ大学ニューオリンズ校ロースクール臨床法学教授）
＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
　本プロジェクトは2015年度において、次の成果物を公刊した。
◎ 宮川成雄「〔外国人不法行為法〕Kiobel v. Royal Dutch Petroleum Co., 133 S. 
Ct. 1659 （2013） ─外国人不法行為法の域外適用を否定した事例」『アメリカ
法』2015─ 1号（2015年11月）
◎ 吉田仁美「〔人種優遇禁止の州憲法修正〕Schutte v. Coalition to Defend 
Affirmative Action, 134 S. Ct. 1623 （2014） ─アファーマティブ・アクション
を禁止する州憲法の修正は、第14修正に違反しない」『アメリカ法』2015─ 1
号（2015年11月）
◎ 柳景子「フランチャイズ契約におけるクラス・アクション免除の仲裁条項 
Peter B. Rutledge & Christopher R. Drahozal, “Sticky” Arbitration Clause? The 
Use of Arbitration Clauses After Concepcion and Amex」『アメリカ法』2015─ 1
号（2015年11月）
◎ 中山代志子「政府による間接的情報収集、特に第三者を通じた情報収集に関
する米国法理─第三者理論（Third Party Doctrine）と電子的監視をめぐって
─」『比較法学』49巻 2号（2015年12月）
◎ アメリカ法判例研究（17）『比較法学』49巻 1号（2015年 6月）
藤野仁三 「パソコン利用による取引損失リスク低減方法の特許適格性を否定─
Alice Corp. v. CLS Bank International, 134 S. Ct. 2347 （2014）」
辻雄一郎 「インターネットを使った TV信号の配信と著作権の違反─ ABC, Inc. 
v. Aereo, Inc., 134 S. Ct. 2498 （2014） ─」
◎ アメリカ法判例研究（18）『比較法学』49巻 2号（2015年12月）
森本直子 「被逮捕者の携帯電話の捜索と令状の必要性─ Riley v. California, 134 
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S. Ct. 2437 （2014） ─」
湯原心一 「証券クラスアクションにおける『市場に対する詐欺』理論とその反
証─ Halliburton Co. v. Erica P. John Fund Inc., 134 S. Ct. 2398 （2014）」
◎アメリカ法判例研究（19）『比較法学』49巻 3号（2016年 3月）
秋葉丈志 「自由と平等から導かれる同性結婚の権利─ Obergefell v. Hodges, 
135 S. Ct. 2584 （2015） ─」
原口佳誠 「裁判官選挙候補者の言論の自由と個人的寄付勧誘の禁止─ Williams
─Yulee v. Florida Bar, 135 S. Ct. 1656 （2015）」
○研究課題「英米刑事法研究」
代表者　小川　佳樹 研究所員
共同研究者　 寺崎　嘉博，杉本　一敏，田山　聡美　各研究所員，内田　
幸隆，加藤　克佳，小島　淳，洲見　光男，田中　利彦，
原田　和往，渡邊　卓也，松田　正照 各招聘研究員
（ 1）　2015年度、本共同研究では、とくに、アメリカ合衆国最高裁判所2014年
10月開廷期の刑事関係判決の検討を行った。その成果の一部は、「アメリカ合
衆国最高裁判所2014年10月開廷期刑事関係判例概観」として比較法学50巻 1号
に掲載する予定である。
（ 2）　研究会を以下のように実施した。
2015年 9月12日13時～17時
① 小島淳（名古屋大学大学院法学研究科准教授）「Evans v. Michigan, 133 S. Ct. 
1069 （2013）」
② 滝谷英幸（早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程）「いわゆる binary 
search理論について」
2016年 3月26日13時～17時
① 松本圭史（早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程）「Yates v. United 
States, 135 S. Ct. 1074 （2015）」
② 熊谷智大（早稲田大学大学院法学研究科博士後期課程）「Elonis v. United 
States, 135 S. Ct. 2001 （2015）」
（ 3）　2014年度に行ったアメリカ合衆国最高裁判所2013年10月開廷期の刑事関
係判決の検討の成果の一部を、「アメリカ合衆国最高裁判所2013年10月開廷期
刑事関係判例概観」（比較法学49巻 1号）として公刊した。
264　　比較法学 50巻 1号
○研究課題「アジア憲法学の比較研究」
代表者　今関　源成 研究所員
共同研究者　 戸波　江二，西原　博史，川岸　令和 各研究所員，高見　
勝利，宍戸　常寿 各招聘研究員
1  ．2015年10月 1日、第 8回日台憲法共同研究会が台湾大学にて開催され、戸
波、岡田信弘（北海道大学）、小山剛（慶応義塾大学）が参加した。
2  ．2015年10月23日、第11回日中公法学シンポジウムが北京大学にて開催さ
れ、日本側代表として戸波が運営し、田村達久（早稲田大学）、芝池義一
（関西学院大学）、小山剛（慶応義塾大学）、高良鉄美（琉球大学）ら10名が
参加・報告した。
3  ．2016年度の日中公法学シンポジウムは、11月に琉球大学にて開催される予
定である。
4  ．第 9回日台憲法共同研究会は、 9月に早稲田大学にて開催する予定であ
る。
○研究課題「英米少年法研究」
代表者　石川　正興 研究所員
共同研究者　 小西　暁和 研究所員，渡辺　直行，渡辺　則芳，加藤　
直隆，内藤　大海，辰野　文理，吉開　多一 各招聘研究
員，田口　敬也（総合研究機構社会安全政策研究所），脇
坂　成実（総合研究機構社会安全政策研究所）
　2015年度は10月まで、David S. Tanenhaus著による“Juvenile Justice in the 
Making”の全訳原稿について、監訳者による最終的な校閲作業が行われた。
　11月には本文献の全訳完成原稿を出版社に入稿し、単行本としてデビッド・
S・タネンハウス著／石川正興監訳『創生期のアメリカ少年司法』（成文堂）
を刊行することができた。本書は、アメリカ合衆国におけるシカゴ少年裁判所
の創設を法史学的に分析した基本文献であり、わが国の少年法制のあり方を検
討する際にも非常に有用なものであると考えられる。
　また、2015年度は、上記の刊行に向けた作業のほか、毎週土曜日に研究会を
開催し、Susan Guarino─Ghezzi and Edward J. Loughran著による“Balancing 
Juvenile Justice”の翻訳作業を継続して実施した。本書は、近年のアメリカ合
衆国における少年法制の動向を多角的に分析している文献である。2016年度
も、本文献の翻訳作業を継続していくことを予定している。
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○研究課題「経済行政法理論の比較法的研究」
代表者　岡田　正則 研究所員
共同研究者　 首藤　重幸，田村　達久 各研究所員，山本　順一，趙　
元済，下山　憲治，寺　洋平，森　稔樹，府川　繭子，平
川　英子，長内　祐樹，権　奇法，山田真一郎　各招聘研
究員
　2015年度の定例研究会は、 5月23日、 9月26日、 1月 9日に開催された（年
度末の第 4回研究会は次年度に延期）。 5月研究会では権奇法「教科書採択制
度と無償給与制度」、岡田正則「社会的ネットワークの歴史的分析：脱国家化
の時代における行政法のために」、 9月研究会では小島延夫「アメリカ合衆国
におけるミティゲーション・バンキング（水質保全法404条と種の保存法10条
についての考察）　自然保護についての効果的な手法か：その可能性と条件に
ついて」、木原正雄「判例研究／保険薬局指定拒否処分取消請求事件」、 1月研
究会では李斗領「判例研究／宮下公園国賠請求事件」、府川繭子「フランスに
おける国賠法上の“フォート”と取消違法」があり、これらをもとに参加研究
者による討論と各人による個別研究が進められた。成果は、早稲田法学などに
掲載される。
　上記研究会等と並行して、各国の経済規制緩和政策・制度改革と行政裁量統
制との関連性を比較法的に明らかにするための調査を、研究チームで進めた。
これを基礎に、「経済関係のグローバル化に対応する経済行政法理論の構築」
というテーマで2016年度から 3年間の科学研究費（基盤研究 B・特設分野研
究）に応募した。経済のグローバル化に対応するルールの形成や実施・紛争解
決の過程について、主権国家による制御と多元的に構成された国際的な組織や
手続による制御との関係および両者の功罪を分析すること、国際的・国内的な
人権保障という視点から各国家がどのような経済行政法制を今後整備すべきな
のかを提示すること、グローバル化に対応する経済行政法理論の構築を行うこ
とがそこでの課題である。この関係の成果物として、首藤重幸「科学と裁判と
原発訴訟」法の科学46号120頁、杉原丈史「フランスにおける行政裁判による
実効的救済の観点からみた基本的自由保護急速審理の位置づけ（1）」愛知学院
大学論叢法学研究56巻 1・ 2号131頁、同「行政の違法事由と行政訴訟」岡田
ほか編『現代行政法講座第 2巻』（日本評論社、2015年）123頁、2016年度科研
費申請で参加の友岡史仁『要説　経済行政法』（弘文堂、2015年）などがある。
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○研究課題「中国裁判事例研究」
代表者　小口　彦太 研究所員
共同研究者　 楜澤　能生，文　元春 各研究所員，但見　亮，國谷　知
史，胡　光輝，呂　艶濱，松井　直之，夏　雨，御手洗大
輔，孔　暁鑫 各招聘研究員，高　革慧（弁護士），市橋　
智峰（弁護士），小林　英了（弁護士），暁　琢也（弁護
士）
　本研究は、現代中国の裁判事例について、その分析報告と議論を通じて、各
法領域の知識とその研究方法を共同研究者の間で広く共有すること、そして、
より大きな共同研究または実態調査をおこなう準備作業として位置づけてい
る。
　2015年度は、これまで行ってきた裁判事例の研究を基礎に、今後の研究の方
向性を考えることを目的にすえ、主に海外の有力な研究者や実務家との交流を
進めてきた。とりわけ、本研究会は海外に基盤を持つ共同研究者を多数擁する
ことから、彼らに中国各地の研究者・研究機関とコンタクトをとってもらうと
ともに、彼ら自身にも発信を頂くことで、幅広くかつ深みのある交流・研究を
目指した。
　主なものとしては、 2月に国立台湾大学の法学院長である詹森林教授、そし
て同大学の陳聡富教授をご招待し、比較法研究所のセミナーという形でご講演
をいただくとともに、共同研究者との交流・意見交換の場を持った。両氏は台
湾で最も著名な民法学者であり、立法・司法にも強い影響力を持っており、こ
の交流から多くを得られたものと考えている。
　このほか、共同研究者間での判例報告や研究会を催すとともに、その成果を
「比較法学」上で報告している。
○研究課題「医事法の総合的研究」
代表者　甲斐　克則 研究所員
共同研究者　 岩志和一郎，山口　斉昭，横野　恵 各研究所員，河原　
直人，千葉　華月，本田　まり，武藤　眞朗，一家　綱邦　
各招聘研究員
　2012年度は、 3月28日に、ベネルクス 3国の安楽死法制度の比較検討に関す
る国際シンポジウムを関係 3国の学者を招いて早稲田大学小野記念講堂で開催
したほか、 4月26日に比較法研究所と共催で、第 2回研究会を兼ねて、昨年同
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様、ロンドン大学キングズカレッジのペニー・ルイス教授の終末期医療に関す
る講演会を開催した。いずれも盛況であり、前者については、講演訳を比較法
学に掲載したほか、関連論文も同誌に公表した。さらに、11月24日と25日に
は、第42回日本医事法学会を早稲田大学で開催し、学会代表理事の甲斐のほ
か、研究会のメンバーの岩志が大会長、山口が実行委員長で臨んだ。また、
2013年 1月には、ドイツのマックス・プランク外国・国際刑法研究所名誉所長
のアルビン・エーザー博士をお招きして、ドイツにおける終末期医療の動向に
ついて講演会や意見交換をした。
　2013年度は、 4月上旬に、オーストリアの教授らと終末期医療に関するシン
ポジウムを開催した。実に有益なシンポジウムであり、成果は、オーストリア
で公刊される予定である。また、 5月および 6月には、アウグスブルク大学の
ヘニング・ローゼナウ教授の終末期医療および臨床研究に関する講演会や研究
会を開催した。さらに、研究員の甲斐が、 5月に台湾の東海大学で医療事故の
講演を行った。
　2014年度は、甲斐がドイツのゲッチンゲン大学、マックス・プランク外国・
国際刑法研究所および欧州人権裁判所に調査に出かけたほか、ドイツのアウグ
スブルク大学のヴォレンシュレーガー教授に遺伝子検査に関する講演をしてい
ただき、意見交換をした。また、甲斐と岩志が中国の南京市にある東南大学に
おいて医事法シンポジウムで講演し、同大学法学院でも講演をした。
　2015年度は、甲斐の科研費も採択されたので、 8月にポルトガルのコンブラ
で行われた世界医事法会議で甲斐が終末期医療に関する基調講演を行った。ま
た、岩志がドイツのゲッチンゲン大学で生殖医療に関する報告を行った。さら
に、2015年 3月 3日には、中国の Qiu教授をお招きして、ゲノム編集をめぐる
問題について講演会を開催した。
　2016年度は、共同研究を進める。
○研究課題「イギリス最高裁判所研究」
代表者　中村　民雄 研究所員
共同研究者　 宮川　成雄 研究所員，芹澤　英明，佐野　隆，浅香　吉
幹，溜箭　将之　各招聘研究員
　以下の各報告者を招いて、イギリス貴族院・最高裁の判例動向および、その
背景をなすイギリス統治制度の変遷を大局的に把握することに努めた。
2015. 3 . 7　 和田武士「権限踰越の法理の下での英国地方自治─司法的統制
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の歴史的展開」
2015. 5 .23　 薬師丸正二郎「宿泊事業者の厳格責任の起源」
2015. 7 .25　 川村行論「年金と信託─受託者責任を中心とした日英比較法研究」
2015. 9 .19　 比嘉義秀「1872年インド契約法63条の研究─債務減免と約因─」
　　　　　  中田裕子「イギリス担保法の現代的課題─立法化の挫折と判例上
の変遷─」
2015.11.14　中川武隆「悪性格証拠（bad character evidence）の許容性」
　　　　　  山口哲史「勾留前の弁護士接見機会不在と欧州人権条約 6条」
Ambrose v. Harris ［2011］ UKSC 43; ［2011］ 1 WLR 2435
2016. 1 .30　 田中嘉彦「英国の貴族院改革─ウェストミンスター・モデルと第
二院─」
○研究課題「国際責任法の研究」
代表者　萬歳　寛之 研究所員
共同研究者　 清水　章雄 研究所員，宮内　靖彦，櫻井　大三，永田　
高英，皆川　誠，尋木　真也 各招聘研究員
　国家責任条文に関する国際法委員会の報告書は、条文とコメンタリーからな
るが、本研究会では条文の翻訳から確定するとの方針を採用した。
　国家責任条文は、第 1部から第 4部までの構成である。2015年度は、昨年度
までの翻訳の方針の決定の下で収集した資料にもとづき、第 1部の条文の翻訳
の討議を行い、第 1部の条文のすべての訳文を確定し、第 2部の条文の一部の
翻訳の討議に入った。
　また、国家責任条文の翻訳のための資料収集も引き続き行った。
○研究課題「EU法最新動向研究」
代表者　中村　民雄 研究所員
共同研究者　 須網　隆夫 研究所員，小場瀬　琢磨 招聘研究員
　2015年度は、前年度に引き続き、本共同研究を EUIJ早稲田の活動を兼ねる
ものとして継続した。
2015/ 5 /15　小場瀬琢磨 「欧州人権条約加盟条約草案に対する EU裁判所意見 
2/13 ECLI:EU:C:2014:2454」
2015/ 7 /17　多田　英明　 C a s e C─557 / 12 K o n e A G a n d O t h e r s v Ö B B 
Infrastruktur AG ECLI:EU:C:2014:1317 
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2015/ 9 /25　中西　　康 「ハーグ子奪取条約への第三国の加入についての同
意権限に関する裁判所意見 Opinion 1/13 （14 October 
2014） ECLI:EU:C:2014:2303」
　　　　　　西連寺隆行　 Case C─427/12 , Commiss ion v Par lement and 
Conseil, EU:C:2014:170
2015/11/27　特別セミナー「EUの難民危機とシェンゲン体制のゆくえ」
　　　　　　　　　　　　司会　中村　民雄
　　　　　　　　　　　　報告　 岡部みどり、小山　晶子、佐藤以久子、中坂
恵美子
2016/ 1 /15　黒岩　容子　 Case C─363/12, Z. v A Government department et al. 
ECLI:EU:C:2014:159
2016/ 3 / 4　中村　民雄　 C a s e C 362 / 14 , S c h r e m s v D a t a P r o t e c t i o n 
Commissioner, ECLI:EU:C:2015:650
　　　　　　西連寺隆行　 Case C 105/14, Ivo Taricco, ECLI:EU:C:2015:555
（VAT指令の刑事罰執行義務）
○研究課題「北欧法制の研究」
代表者　松澤　伸 研究所員
共同研究者　 尾崎　安央，甲斐　克則，福島　洋尚 研究所員，田川　靖
紘，尾形　祥，木崎　峻輔，李　艶紅 各招聘研究員
　2015年度は、2014年度の成果を踏まえて、問題の整理、追加的調査などを行
い、これらの作業を経て、大学の紀要や論文集等に以下の研究成果を発表し
た。
（ 1）　刑事法分野
　刑事法分野では、松澤教授と木崎助教らが北欧諸国における刑罰と量刑につ
いて翻訳を行った（松澤伸＝木崎峻輔＝岡田侑大訳「北欧（ノルディック）諸
国における刑罰と量刑」比較法学48巻 3号（2015年）127頁）。
（ 2）　企業法分野
　企業法分野では、尾形准教授が、スウェーデンにおける企業の株式保有状況
の分析とそれを前提として同国ではいかなる法規制が存在するのかについて論
文を執筆した（尾形祥「スウェーデンにおける家族保有の下での会社支配」正
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井章筰先生古稀祝賀『企業法の現代的課題』125頁以下（成文堂、2015年））。
○研究課題「「持続可能性社会」法学」
代表者　上村　達男 研究所員
共同研究者　 大塚　直，菊池　馨実，中村　民雄，楜澤　能生 各研究
所員，緒方　賢一，飯　考行，高橋　満彦，小川　祐之，
亀岡　鉱平，上地　一郎 各招聘研究員
第一回研究会
日時： 5月23日（土）15時～18時
議題：今年度研究活動について
第二回研究会
日時： 6月21日（日）10時30分～13時
内容： 「野生動物を巡る法関係の特徴─地域社会との複雑な関係性の反映」
高橋満彦（富山大学）
第三回研究会
日時： 7月25日（土）15時～18時
内容：「自然共生としての有機農業技術」中島紀一氏（茨城大学名誉教授）
第四回研究会
日時：12月19日（土）15時～18時　
内容：「共同店の持続性とコミュニティー」上地一郎氏（高岡法科大学）
　　　 「新潟県頸城地域における有機農業経営の事例」外山浩子氏（東京家政
大学）
第五回研究会
日時：2016年 3月10日（木）13時半～15時
内容：「ムラと農地中間管理事業─酒田市調査報告」加藤光一氏（松山大学）
Conference:
The 4th East Asian Legal Studies Conference （EALS 2015） August 6th 2015 
（Session） Law and Sustainability in China and Japan
Organizer: Yoshiki Kurumisawa, Waseda University
Chair: Yoshiki Kurumisawa, Waseda University
Presentations:
Yoshiki Kurumisawa, Waseda University
“Theory of Property Rights in the Perspective of Transformation to Sustainable 
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Society”
○研究課題「人口減少社会における社会法学の総合的研究」
代表者　菊池　馨実 研究所員
共同研究者　 島田　陽一，石田　眞，浅倉　むつ子，清水　敏，竹内　
寿 各研究所員
　今年度は、共同研究初年度の助走期間ということもあり、主として非正規労
働者・生活困窮者などを対象とし、労働法と社会保障法にまたがるテーマを一
体的に捉える「生活保障法」の観点から、以下のような研究会等を行った。
2015年 5月27日　 「持続可能社会と社会法・ジェンダー法」（比研プロジェクト
連続講演会第 1回）
　　　　　　　　　報告「持続可能社会と社会法」矢野昌浩氏（龍谷大学）
　　　　　　　　　報告 「持続可能社会とジェンダー」三成美保氏（奈良女子
大学）
2015年 7月 4日　 格差の拡大・固定化と貧困・生活困窮者法制の課題」（国際
シンポジウム）
　　　　　　　　　「東アジア各国の貧困・生活困窮者法制の動向と課題」
　　　　　　　　　報告者： 菊池馨実（早稲田大学）、韓君玲（北京理工大学）、
全光錫（延世大学）、蔡茂寅（国立台湾大学）
　　　　　　　　　「欧米各国の動向と課題」
　　　　　　　　　報告者： 丸谷浩介（佐賀大学）、嶋田佳広（札幌学院大
学）、常森祐介（都留文科大学）
　　　　　　　　　「ディスカッション」
　　　　　　　　　コーディネーター：岩村正彦（東京大学）
2015年12月21日　 「イギリス失業保険法制の歴史的展開」（研究会）
　　　　　　　　　報告者：林健太郎（早稲田大学院）
公開講演会
第 1回　2015. 4 .17　 「2014年開映韓国民事訴訟法及び民事執行法上の外国判決
の承認・執行」 
李　　圭鎬　　中央大学校法学専門大学院教授
第 2回　2015. 5 .15　 「ドイツにおける損害額認定に関する実態法上ならびに訴
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訟法上の問題」 
シュトゥルナー・ロルフ　　フライブルク大学法学部教
授
第 3回　2015. 5 .27　 「ロバーツ・コートの人種に関わる判例法理」 
リンダ・S・グリーン　　ウィスコンシン大学ロースク
ール教授
第 4回　2015. 6 .29　 「アメリカの法学教育方法論の発展─ケースメソッド、ソ
クラテックメソッドから臨床法学教育へ─」 
マイケル・J・デイル　　ノバ・サウスイースタン大学ロ
ースクール教授
第 5回　2015. 7 . 1　 「持続可能な海洋ガバナンスのための海洋空間計画」 
SM・ダウド・ハッサン　　西シドニー大学法学部上級講
師
第 6回　2015.10.10　 「いわゆる「デザート・モデル」による量刑論」 
アンドレアス・フォン・ハーシュ　　フランクフルト大
学名誉教授
第 7回　2015.11.25　 「欧米法は日本の模範概念から何を学べるか？」 
ローラン・ドゥ・シュテール　　ブリュッセル自由大学
法学部法理学教授
第 8回　2015.12. 1　 「アメリカ移民法の破綻と改革への課題」 
楠田　弘子　　ロヨラ大学ニューオリンズ校ロースクー
ル臨床法学教授
第 9回　2016. 1 .22　 「中国における刑事司法改革の若干の重要な問題につい
て」 
胡　　　銘　　浙江大学光華法学院教授
第10回　2016. 1 .29　 「積極的債権侵害─台湾契約法の発展」 
詹　　森林　　台湾大学法学院院長
第11回　2016. 1 .29　 「過失侵害における純粋経済的損失について：台湾法にお
けるジレンマとその解決」 
陳　　聡富　　台湾大学法学院教授
第12回　2016. 3 . 3　 「ゲノム編集および生殖系遺伝子改変における倫理的規制
的諸問題」 
邱　　仁宗　　中国社会科学院哲学研究所名誉教授
所　　報　　273
第13回　2016. 3 . 4　 「知的財産及び情報の保護に関する国際的な傾向」 
シアム・バールガネシュ　　ペンシルバニア大学ロース
クール教授
第14回　2016. 3 .10　 「犯罪収益の剥奪、利益収奪および被害者への返還」 
トーマス・レナウ　　ブチェリウスロースクール教授
第15回　2016. 3 .14　 「ヨーロッパの多層的人権保障システム：その挑戦と危
険」 
イエルグ・ポラキィエビッチ　　欧州評議会人権政策・
開発局局長
連続講演会
第 1回　2015. 5 .27　 「持続可能社会と社会法・ジェンダー法」
　　　　　　　報告者： 「持続可能な社会と社会法」矢野　昌浩（龍谷大学法
学部教授）
　　　　　　　報告者： 「ケアワークの再定位とジェンダー」三成　美保（奈
良女子大学研究院生活環境科学系教授）
　　コーディネーター：菊池　馨実（早稲田大学法学学術院教授）
第 2回　2015. 6 .24　「持続可能社会と医事法」
　　　　　　　　　  「持続可能な医療供給体制と医事法」佐藤　雄一（東京学
芸大学人文社会科学系准教授）
　　　　　　　　　  「持続可能な安全医薬品の供給と医事法」山口　斉昭（早
稲田大学法学学術院教授）
　　　　　　　　　  「持続可能な医療安全と医事法」甲斐　克則（早稲田大学
大学院法務研究科教授）
　　コーディネーター：甲斐　克則（早稲田大学法務研究科教授）
第 3回　2015. 7 .22　 「持続可能社会と行政法・財政法」
　　　　　　　　　  「持続可能な地域社会に対する住民・自治体の権利」山下　
竜一（北海道大学法学研究科教授） 
コメンテーター　田村　達久 （早稲田大学法学学術院教授）
　　　　　　　　　  「『持続可能な財政』に向けた統治機構改革」小澤　隆一
（東京慈恵会医科大学教授） 
コメンテーター　蔡　茂寅（台湾大学教授）
　　コーディネーター：岡田　正則（早稲田大学法務研究科教授）
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第 4回　2015.10.28　 「人口減少社会と法─法哲学と労働法の見地から」
　　　　　　　　　  「法哲学から見る人口減少社会」山田　八千子（中央大学
法科大学院教授）
　　　　　　　　　  「人口減少社会と雇用」水島　郁子（大阪大学大学院高等
司法研究科教授）
　　コーディネーター：吉田　克己（早稲田大学法務研究科教授）
シンポジウム
○「福島震災復興と浪江町支援─いま早稲田から発信する」
　2015. 4. 4　　　報告者他： 馬場　有・浪江町長 
鈴木清水・産業賠償対策課賠償支援係長 
石田京子・早稲田大学准教授 
日置雅晴・浪江町支援弁護団団長 ･元早稲田大
学教授 
岡田正則・早稲田大学教授 
須網隆夫・早稲田大学教授 
菊池馨実・早稲田大学教授 
池田昌弘・NPO法人全国コミュニティーライフ
サポートセンター理事長 
川村　博・NPO Jin代表 
浦川道太郎・早稲田大学教授
　　　　　　　　 企画責任者：菊池馨実
○ The 2nd International IP Workshop for Junior Researchers
　2015. 6. 26　　　 Session 1: Patent Infringement 
Session 2: IP/Patent Enforcement & Competition Law 
Session 3: Information Protection & Other IP
　主　催　早稲田大学知的財産研究所（RCLIP）
　共　催　早稲田大学比較法研究所
　企画責任者　ラーデマッハ・クリストフ
○比較法研究所研究プロジェクト「持続可能社会の樹立を展望して」
　　国際シンポジウム 「格差の拡大・固定化と貧困・生活困窮者法制の課題─
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東アジア諸国との比較を踏まえて─」
　2015. 7. 4　　　報告者他　日本：菊池馨実・早稲田大学教授
　　　　　　　　　　　　　中国：韓君玲・北京理工大学教授
　　　　　　　　　　　　　韓国： 全光錫・延世大学教授 
（通訳：片桐由喜・小樽商科大学教授）
　　　　　　　　　　　　　台湾：蔡茂寅・国立台湾大学教授
　　　　　　　　　　　イギリス：丸谷浩介・佐賀大学教授
　　　　　　　　　　　　ドイツ：嶋田佳広・札幌学院大学准教授
　　　　　　　　　　　アメリカ：常森祐介・都留文科大学非常勤講師
　　　コーディネーター　岩村正彦・東京大学教授
　　　　　　　　主　催　 比較法研究所 
公益財団法人社会科学国際交流江草基金助成による
　　　　　　企画責任者　菊池馨実
○「日韓・韓日民事訴訟法シンポジウム」
　2016. 1. 30　　　司　会　加藤　哲夫　研究員、早稲田大学法学学術院教授
　　　　　　　　 挨　拶　伊藤　　眞　東京大学名誉教授・日本大学客員教授
　　　　　　　 報告者他　「韓国における民事訴訟法の変遷と課題」
　　　　　　　　　　　　 李　　鎬元　延世大学校法学専門大学院教授
　　　　　　　　　　　　 「日本における民事訴訟法の変遷と課題」
　　　　　　　　　　　　 本間　靖規　早稲田大学法学学術院教授
　　　　　　　　 通　訳　 金　炳学　福島大学行政政策学類准教授 
崔　延任　早稲田大学法学研究科博士後期課程）
　　　　　　　　 共　催　 日本学術振興会（JSPS）・韓国研究財団（NRF） 
早稲田大学比較法研究所
　　　　　 企画責任者　　加藤　哲夫・金　炳学
○シンポジウム「認知症高齢者による他害リスクの社会化」
　2016. 3. 8　　　講　師　上山　　泰　　新潟大学法学部教授
　　　　　　　　　　　　菊池　馨実　早稲田大学法学学術院教授
　　　　　　　　　　　　嵩　さやか　東北大学法学部准教授
　　　　　　　　　　　　米村　滋人　東京大学法学部准教授
　　　　　　　　共　催　 地域ケア政策ネットワーク 
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早稲田大学比較法研究所
　　　　　　企画責任者　 菊池　馨実　比較法研究所長
刊行物の発行
　○「比較法学」第49巻 1号， 2号， 3号
　　　（和文機関誌：論説・講演・資料・書評を柱とする研究成果発表誌）
　○「Waseda Bulletin of Comparative Law」Vol. 34（2014）
　　　 （英文機関誌：わが国の主要な立法・判例・学会活動の英文による紹
介・解説および欧文による論説・書評を柱とする外国向け年報）
　○比較法研究所「叢書」43号
　　　「持続可能社会への転換と法・法律学─ Law and Sustainability」
学術交流
（1）中国社会科学院法学研究所との交流
　○中国社会科学院法学研究所との間の協定更新
　　 2016年 3月22日、中国社会科学院法学研究所と早稲田大学法学部・大学院
法学研究科・大学院法務研究科・比較法研究所との間で締結してきた交流
協定に係る調印式を、北京市の社会科学院法学研究所において執り行っ
た。調印式には、中国社会科学院法学研究所からは、李林所長および国際
部門担当の謝増毅教授が出席し、早稲田大学を代表して、菊池馨実所長、
若林泰伸幹事、鄒庭雲助手が出席した。（新規協定期間：2016年度～2018
年度）
　記念講演
　　「社会保障法と持続可能性」　菊池　馨実　比較法研究所長
　　「日本における企業統治の動向」　若林　泰伸　比較法研究所幹事
　　「雇用社会の変化における日本労働法の変革及び示唆」 
 鄒　庭雲　比較法研究所助手
（2）外国人研究者の受入
　なし
WEBサイトによる英文情報発信
　2008年に比較法研究所創立50周年記念事業の一環として開始した，比較法研
所　　報　　277
究所WEBサイトによる英文情報を発信した。また，外国人研究者への英文ニ
ューズレターを配信した。
人　　事
兼任研究所員新規嘱任
　2016年 4月 1日付　天田　悠（法学学術院）
助手新規嘱任
　2015年 5月 1日付　原田　一葉
　2015年10月 1日付　鄒　庭雲
　2016年 4月 1日付　水島　玲央
兼任研究所員退任
　2016年 3月31日付　浦川道太郎（法学学術院）、小口　彦太（法学学術院）
助手退任
　2015年 9月30日付　李　艶紅
　2016年 3月31日付　廣見　正行
